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概要（Ａｂｓｔｒａｃｔ）  

大津地区防災施設は、洪水時の効果的な水防活動を支援することを目

的として建設する「水防拠点」であり、平成22 年の完成を目指して現在施工中である。 

計画地域を含む十勝地方は、平成 15 年 9 月に十勝沖地震による被災を受けるなど地震の常襲地帯であり、

地震防災対策の推進がなされてきている。 

本報告では、平成19年3月に策定された「河川構造物の耐震性能照査指針（案）」に示された新しい耐震照査

の考え方を踏まえて実施した防災施設の耐震設計について、地盤対策工によって効果的に耐震性能の向上を

図った事例を紹介する。 

 

１．はじめに 

河川防災ステーションや水防拠点などの防災施

設は、水防活動（自治体が主体となって実施）や、河

川管理施設の被災時復旧活動を、設備・資材・情報

面から支える重要な河川管理施設である（図-1.1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本報告では、十勝川下流部大津地区防災施設

（図-1.2）の設計にあたり適用したレベル２地震動に

対する耐震照査、および地盤対策工に関する考え

方について述べる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）  ２）

  

The verification of seismic performance 
for disaster prevention facilities at lower part of Tokachi River 

十勝川下流大津地区防災施設における耐震性能照査 

図-1.1 河川防災ステーションと水防拠点の位置づけ１） 

図-1.2 大津地区防災施設（水防拠点）パース 
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２．河川構造物の耐震設計に関する取組み 

 

2.1 レベル２地震動耐震性能照査の適用 

従来から河川管理施設では、共用中に１～２回

程度発生すると考えられる「レベル１地震動相当」

の揺れに対する耐震設計・点検・補強などが継続

して実施されてきたが、特に盛土構造を基本とし

た河川堤防の設計では、仮に地震によって被災

しても、復旧は比較的容易と考え、基本的に「レ

ベル２地震動」は考慮していなかった。 

しかし近年、地震・津波・ハリケーン（台風）など

の自然災害が国内外で多発する状況にあり、「安

全・安心な社会の確立に向けた質の高いインフラ

の整備」が強く求められてきている。 

そして平成 19 年 3 月に「河川構造物の耐震性

能照査指針（案）」が発刊されたのを契機に、河川

構造物においても、原則としてレベル２地震動に

対する耐震性能照査の実施が進められてきてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 大津地区（十勝沿岸）における津波対策 

太平洋側に面する十勝沿岸では、これまでも多

くの震災を受けており（表-2.1）、近年では平成 15

年の十勝沖地震に伴って発生した津波により、犠

牲者（死者 1 名）が出ている。 

 

中川郡豊頃町は、「日本海溝・千島海溝周辺

海溝型地震にかかる地震防災対策の推進に関す

る特別措置法(H16.4)」における「防災対策推進

地域」に指定され（図-2.1，2.2）、具体的な津波防

災対策として、「迅速・的確な津波避難体制の整

備」が推進事項として示されている。2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生起年月日 地震名称 規模 

T4/3/15 十勝沖 M7.0 

S27/3/4 「1952 年十勝沖地震」 M8.2 

S37/4/23 十勝沖（広尾沖） M7.0(7.1)

S43/5/16 「1968 年十勝沖地震」 M7.9 

S44/8/12 「1969 年北海道東方沖地震」 M7.8 

S57/3/21 「浦河沖地震」 M7.1 

H5/1/15 「1993 年釧路沖地震」 M7.5 

H6/10/4 「1994 年北海道東方沖地震」 M8.2 

H15/9/26 「2003 年十勝沖地震」 M8.0 

H16/11/29 釧路沖 M7.1 

H20/9/11 十勝沖 M7.0 

大津市街

計画箇所

十勝川 

太平洋

パラモーターを使用した空中写

真撮影による迅速な地形把握

大津漁港

写真-2.1 パラモーター空中撮影（本業務で実施）による広域調査状況

★

計画地点
★ 

計画地点

図-2.2 地震防災対策推進地域 2） 

（日本海溝・千島海溝周辺海溝型） 
図-2.1 最大震度重ね合わせ図 2) 

表-2.1 十勝沿岸を震源とする代表的な地震 
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2.3 目標とする耐震性能の設定 

本施設の設計にあたっては、防災施設の耐震

性能として、次の事項を満足することを照査事項

とした。 

 

① 施設全体 

地震時の地盤変形後の堤防天端高さが、津波

遡上高（もしくは HWL のうち高い値）より下回らな

いこと 

※「耐震性能照査要領（案）」堤防編に示され

ている考え方に準拠 

② 作業ヤード 

地震後に生じる地盤変形が、直後の防災（災

害復旧）活動に支障を生じないレベルの平坦性を

確保すること 

 

①については、防災施設全域を対象とした。 

②については、「高規格堤防盛土設計マニュア

ル」で示されている耐震性能の考え方を参考

に、被災を受けても簡易に復旧が可能である

よう、沈下量が 50cm 程度以下となることを目

標とした。なお対策工の範囲は図-2.4 に示す

範囲に限定し、施工コストを縮減した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．河川堤防の耐震性能の照査方法 

従来の堤防の耐震設計及び耐震点検では、円

弧すべり法により地震時安全率を算出し、地震時

安全率と堤防の沈下量との経験的な関係から、

堤防の沈下量を評価していた。3），4） 

近年、地震による液状化に伴う土構造物の変

形を直接算定する種々の方法が提案され、実務

に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

にも供されるようになってきた。 

このような背景を踏まえて、「河川構造物の耐

震性能照査指針（案）・同解説（平成 19 年 3 月）」

では、静的照査法を用いて耐震性能の照査を行

う方法が示された。5)，6) 

本検討で照査に用いた解析手法は、解析精度

が比較的よく、対策工の評価が考慮可能であるこ

図-2.3 想定津波遡上高さ 2) 

図-2.4 レベル２地震動に対応する範囲 
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とから、有限要素法による自重変形解析手法

（ALID/WIN Ver.4.0 2 次元 FEM 液状化流動解

析：(株)地盤ソフト工房）を使用した。 

 

3.1 耐震性能の解析手法 

耐震性能照査には、種々の解析手法が存在す

るが、土構造物に対して用いられる主な解析手法

は表-3.1 のように大別される。 

これらの変形予測手法の特徴比較を表-3.2 に、

解析に必要な土質定数を表-3.3 に示す。表-3.2

中の特徴は、優位な点を青色で、不利な点を赤

色で示している。 

従来用いられてきた「円弧すべり法」による耐震

点検評価手法は、基礎地盤の液状化によるせん

断強さの低下や地震時慣性力の作用を取り込ん

でいるが、得られる結果は安全率であり、堤防の

被害程度を直接に予想するものではない。 

これを補完するために、過去の被災事例検証

に基づく安全率と堤防の沈下量との関係から、安

全率を沈下量に読み換える方法がとられている。

簡便で、実務的にも取り扱いやすいが、予測精度

は必ずしも十分ではないことが指摘されている 7）。 

これに対して、液状化を主因とする土構造物の

地震後の残留変形量を評価できる解析手法は、

種々のものが提案、研究されており、地震による

変形量を直接得ることができることから、耐震性能

が定量的かつ合理的に評価できるものである。 

この内、静的手法は、動的手法に比べて簡便

であり、調査・試験および解析コストの面で優位で

ある。「河川構造物の耐震性能照査指針（案）・同

解説」6）において規定された静的に算定する方法

としては、「有限要素法による静的自重変形解析

手法」と「流体力学に基づく永久変形解析手法」

が示されている。 

各解析手法の詳細については、文献 7)を参照

されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 照査の流れ 

大津地区防災施設における耐震設計検討フロ

ーを図-3.1 に示すとともに、目標耐震性能を表

-3.4 に示す。 

解析検討は、大きく次のように区分される。 

・地盤調査・解析による解析断面のモデル化 

・堤体の耐震性能照査（安全性照査） 

・対策工の検討（強化設計） 

・対策後の耐震性能照査（強化後の安全性照査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-3.1 解析手法の分類と特徴（代表的な手法） 文献 7） p.3-5 を参考に作成 

堤防の耐震機能を
確保すべき区間設定

堤体・基礎地盤のモデル化

地震外力の設定

静的FEM （自重変形解析）

安全性照査

沈下量（・形状）の推定

強化設計

①二次災害の発生

START

END

対策工法の諸元の設定

改良仕様の評価

静的FEM （自重変形解析）

沈下量（・形状）の推定

③作業ﾔｰﾄﾞの確保

②改良仕様を満足

強化後の
安全性照査

No

Yes

Yes

No

No

Yes

図-3.1 大津地区防災施設における耐震設計検討フロー
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表-3.4 大津地区防災施設における目標耐震性能 

表-3.3 変形予測手法に必要な定数 （○：必要項目）7）一部抜粋 

表-3.2 変形予測手法の特徴比較 7）一部抜粋 
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４．地盤調査 

 

4.1 平成 15 年十勝沖地震における被災履歴 8) 

平成 15 年十勝沖地震では、十勝川下流域に

おいて、堤防の縦断亀裂・のり面すべり・沈下等

の被害が発生している。 

この内、十勝川河口から 3.5km 付近右岸の大

津築堤では、延長 650m にわたってすべり崩落に

よる被災（写真-4.1）と、さらに上流側の延長 350m

で縦断亀裂が発生している。この時、築堤法尻で

は、液状化による噴砂跡が確認されている。 

大津築堤は、旧河道に位置しており、旧堤に対

して堤外側へ拡幅・嵩上げが行われて現在の築

堤断面が構築されてきた履歴を有しており、この

旧堤が液状化したことが被災原因であると動的変

形解析によって予想さていた。 

 

4.2 築堤および高水敷の工事履歴 

図-4.1 は、十勝川下流域の浚渫及び掘削工事

の履歴を示したものである。 

大津築堤の川表側のり尻付近は浚渫排泥池跡

が多数あり、基礎地盤を構成する土質は、浚渫さ

れた礫質土であるものと推定された。 

また、築堤を構成する土質は、周辺から採取利

用した砂質土が主体であると想定された。 

 

4.3 土質試験 

土質試験項目は、粘性土地盤の圧密沈下対

象層では圧密沈下解析に用いる定数設定のため

の圧密試験を実施した。析 

液状化対象層に対しては、液状化変形予測手

法の内、静的 FEM 解析と円弧すべり解析の 2 種

類の解析検討が可能な定数設定のための試験を

実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.4 砂質土層の液状化判定 

沖積層の砂質土層で以下の３つの条件すべて

に該当する場合には、液状化の判定を行わなけ

ればならない 5)，9)。 

1） 地下水位が現時盤面から 10m 以内にあり、かつ、

現時盤面から 20ｍ以内の深さに存在する飽和土層 

2） 細粒分含有率 Fc が 35%以下の土層、又は、Fc が

35%を超えても塑性指数 Ip が 15 以下の土層 

3） 平均粒径 D50 が 10mm 以下で、かつ、10%粒径 D10

が 1mm 以下である土層 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.2 大津地区の土層構成

図-4.1 十勝川下流域 浚渫及び掘削工事空撮平面図

（昭和 63 年～平成 18 年） 池田河川事務所資料 

大
津
樋
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津
市
街
樋
門

大津地区水防拠点

←　十 勝 川

排
泥
池

排泥池

遊
水
地

遊
水
地

遊
水
地

排
泥
池

排泥

排
泥
池

排
泥
池遊水地

排泥池

写真-4.1 平成15年十勝沖地震における大津築堤の被

災状況（河口から 3.5km 付近） 池田河川事務所資料
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土質試験結果からは、液状化の可能性がある

土層として B，Asc1，Asc2 が該当した。 

代表的な土質の粒径加積曲線を図-4.3 に示

す。同曲線は、現況築堤材料(B)、砂とシルトの互

層(Asc1)で主体をなす層、Asc1 層でシルトの卓越

した薄層（Asc1※）、シルト層(Ac2)の採取試料によ

るものである。 

Asc1 は、液状化層として最も厚く、地震後の変

形・沈下量が最も卓越すると推定されるが、現況

築堤下では、特に不均一であることが確認されて

いる。このような不均一土層における細粒分含有

率 Fc の設定は、解析上重要であると考えられる

(細粒分を小さく設定すると変形が過大評価される

可能性があるため)。 

また、既設盛土 B1 が砂であるとともに、盛土内

に地下水位が存在することから、地下水位以深の

盛土についても液状化対象層とした。 

設定土質定数の一覧表を表-4.1 に示す。 

 

５．耐震性能の照査 

耐震性能照査は、施設荷重（水防倉庫）を考慮

した自重変形解析とともに、従来の円弧すべり法

（レベル 1 地震動）を実施している。 

検討に用いた地震タイプを表-5.1 に示す。 

十勝川河口に位置する大津地区は、耐震上の

地盤種別はⅢ種に分類され、地震タイプはプレー

ト境界型大規模地震（レベル2-1）が想定されてい

る。 

 

5.1 円弧すべり(Δｕ法)による検討 

ここでは、従来の円弧すべりによる（レベル 1）

推定沈下量を参考に示す。 

過去の地震による堤防の沈下量の上限値と円

弧すべりによる安全率の関係から設定された堤防 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の高さに対する沈下量の比を表-5.2 に示す。間

隙水圧（Δu）を考慮した安全率は、表-5.3 に示さ

れるように 0.6 を下回っており、これより推定される

沈下量は、堤防高×0.75 を上限値(表-5.2)として

示される。 

従来法による沈下量は、堤防高を 8m とすると、

6m 程度を上限に生じることとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-5.1 地震タイプと水平震度 

表-5.2 堤防天端の沈下量(上限値)と 

地震時安全率の関係 3)，4) 

表-4.1 解析に用いた土質定数一覧表 

図-4.3 粒度分布と液状化判定条件 

1E-3 0.01 0.1 1 10 100

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

② Fc 35%を超えても Ip≦15%

③ D50　10mm以下
かつ  D10　1mm以下

粒子の直径(㎜)

通
 過

 分
 (

%
) 

① Fc 35%以下

 

0.005

シルト

0.075 0.25 0.85 2 4.75 19 75

粗礫中礫細礫粗砂中砂細砂粘土

 ： B　  粘性土質砂,Fc=22.0%　
 ：Asc1  粘性土質砂,Fc=42.9%,Ip=15.0%

 ：Asc1※  砂質シルト,Fc=76.1%,Ip=19.2%
 ：Ac2　 粘　  土,　　Fc=99.5%,Ip=34.7%
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5.2 静的有限要素法（自重変形解析）による検

討 

図-5.1 は、解析モデル（土層構成と要素）ととも

に、変形解析結果例として変形メッシュ図を示し

たものである。 

天端沈下量は、レベル 2-1 で 1.9m 程度、レベ

ル 2-2 で 1.7m 程度の解析結果を得た。 

当該地盤条件および堤体規模では、従来法で

は極めて沈下量を過大に評価するものと考えられ、

自重変形解析による照査は地震動による変形を

より適切に評価しうる手法と考えられる。 

なお耐震性能照査（外水位に対して）は、ここ

で算出した地震時沈下量と圧密沈下計算による

常時圧密沈下量を合算して、築堤天端高が津波

遡上高を上回っていることを確認している。 

また、この天端高は、計画高水位（HWL）よりも

上に位置することから、レベル 2 の後でも高水に

対して必要最低限の堤防機能を保持するもので

ある。 

一方、地震後における最低限の防災活動を可

能とする作業ヤードの確保に対しては、天端で

1.7～1.9mの沈下が生じた場合には、既往地震の

被災履歴 8）からもヤード機能の確保は困難である 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

と判断される。 

このため、作業ヤードとしての施設機能のため

の対策について検討を実施した。 

 

６．対策工法の検討 

防災施設盛土の耐震性能は、レベル 1 地震動

に対しては有害な塑性変形が残らないことを、レ

ベル 2 地震動に対しては地震による損傷をできる

だけ小さく抑え早急に復旧できることを目標として

いる。 

レベル 2 地震後においても防災作業ヤードとし

て必要な面積の平場が確保できることを目的とし、

築堤横断方向で許容される沈下量は、ヤードの

平坦性の確保を考えて50～30cm程度（相対沈下

量が 20cm 以下）を目安とした。 

 

6.1 液状化対策工の選定 

代表的な液状化対策工には、表-6.1 に示す工

法が挙げられる１０)。 

これらの対策工において、当該地盤状況およ

び対策規模等を考慮して、レベル 2 地震動に対

する適用性や問題点を次に挙げる。 

図-5.1 土層構成モデルと変位メッシュ図 

　所要の液状化抵抗率を
　満足するように設定

　所要の過剰間隙水圧比を
　満足するように設定

　過剰間隙水圧比考慮した
　円弧すべり計算で設定

　円弧すべりによる照査と
　改良体の外的および内的安定で照査

振動締固め工法
静的締固め工法

ドレーン工法

押え盛土工法
置換工法

固結工法

・サンドコンパクションパイル工法
・コンパクショングラウチング工法

　グラベルドレーン工法
　プラスチックドレーン工法

・押え盛土工法
・置換工法

　深層混合処理工法
　中層混合処理工法

　円弧すべりによる照査と
　構造体の外的および内的安定で照査

鋼材を用いた工法 　自立（鋼管）矢板工法

改良仕様の設定工　　法 主な工法名

表-6.1 液状化対策工法一覧表 表-5.3 安全率と堤防天端沈下量 
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①締固め工法：サンドコンバクションパイル（SCP）工法は、

液状化対象層に細粒分が多く含まれるため（Fc≒43%）、

十分な効果が期待できない可能性がある。（適用性の

高い地盤は、一般に細粒分含有率が Fc≦20%程度とさ

れている。１０）,１１)） 

②ドレーン工法：グラベルドレーン工法は、地震時に間隙

水を排水するために、排水に伴う沈下が発生する。また、

当該地区の液状化対象層には細粒分を含むことと、排

水距離が長いため、間隙水圧の速やかな消散が困難

である。 

③押え盛土・置換工法：押え盛土および置換工法は、堤

体規模が大きく、液状化対象層厚が厚いため適用困難

と考えられる。 

④固結工法：深層混合処理工法は、柱列改良における改

良体間の土質の評価方法が確立されていないため、こ

の点を解消するためには、改良率を上げる必要がある。 

改良率が 78.5～100%の全面改良は、改良体全体が

外力に抵抗するため、全体的にも内部的にも安定性が

高い。 

格子状改良は、格子内の土の体積変化が抑制され

るため、液状化を抑止する原理上の利点がある。また、

格子状改良の改良率は 50～60%程度となる。 

⑤鋼材を用いた工法：自立矢板工法は、盛土規模・形状

が大きく、液状化層厚が厚いため、抑止効果が期待で

きない可能性がある。 

 

以上から、大津地区水防施設盛土に対しては、

固結工法（深層混合処理工法）が確実な改良効

果を得るものと考えられた。 

なお、平成 15 年地震の復旧に際して採用され

た SCP の液状化対策としての適用性についは、

当該対象土質の細粒分含有率 Fc が高いため、

パイル打設に伴う地盤のＮ値（密度）増大効果が

低減される試算結果から、現行の設計手法では

不適と判断された。 

 

6.2 対策工規模の設定 

対策工検討に際しての諸条件を示すとともに、

試算によって改良規模の設定を行う。 

改良地盤は、以下のように設定した。 

改良率:ａp=50% 

改良体の設計基準強度：ｑuck＝500kN/m2 

複合地盤強さ：ｃ＝125kN/m2 

変形係数：Ｅ50＝180×125＝22,500kN/m2 

試算は、レベル 2-1 地震動で図-6.1(a)，(b)に

示すケースで行った。 

図-6.1(a)は、直下型改良で改良幅を次の 3 パ

ターンに設定した。 

改良幅 20m：現況築堤ののり先付近までの改良（現況

築堤を開削しない） 

改良幅 40m：現況築堤天端を確保する開削を伴う改良

（現況築堤を 20m 程度開削する）。 

改良幅 120m：現況築堤全ての開削を伴う改良。 

図-6.１(b)は、両脇型で改良幅 20m の現況築堤

開削を伴わないケースである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試算結果の一例として図-6.2 に変位メッシュ図

を示すとともに、以下に各ケースを要約する。 

改良幅 L=20m では、水防施設盛土のり面での

変形を抑えることができるが、現況築堤自体が液

状化するため、施設全体に大きな変形を伴う傾向

にある。 

L=40m では、現況築堤の開削部が非液状化土

質の盛土材料で置き換えられる効果も見込まれる

が、水防施設盛土のり肩から 20ｍ程度の平坦部

が確保できる。 

L=110m では、現況築堤から水防施設盛土全

体が平坦で、かつ沈下量も L=40m に比べ著しく

小さい結果が得られた。ただし、盛土直下全てを

改良することは変形抑止に対して最も効果的であ

るが、現況築堤を全て開削撤去しなければならず、

このため川表側に締切工を必要とするとともに、

開削、改良、盛土工において、多大な時間とコス

トを要する。 

なお、両脇型改良の解析値は、直下型改良の

L=20m 改良と比較しても沈下量がほとんど低減し

ない結果を得た。 

これは、当該築堤の断面が大きいことと、現況

築堤自体が液状化によって堤外側方へはらみだ

す変形を生じることによるものである。 

以上から、直下型改良の L=40m が合理的な選

択であると考えられる。 

 

DL=-1.00

砂

粘土

砂

盛土

粘土 02040100120

DL=-1.00

砂

粘土

砂

盛土

粘土 02040100120

図-6.1(a) 直下型改良試算ケース（改良幅を延長）

図-6.１(b) 両脇型改良試算ケース 
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７．対策工による耐震性の照査 

ここでは、試算結果に基づき設定した、水防施

設盛土のり尻から改良幅 40m の固結工法におけ

る耐震性能照査結果について示す。 

 

7.1 大津築堤における対策工の効果 

図-7.1 は、検討断面の概略図を示したもので

ある。対策工の施工手順は、既設築堤開削後に、

液状化対策工（固結工法）を行い、既設築堤開削

部と防災施設盛土部の盛土を良質材（非液状化

材）で行うこととした。 

図-7.2 は、レベル 2-1（および参考にレベル 1）

における変位メッシュ図を示したものである。 

大津築堤は、築堤規模が大きいことから、直下

の液状化層厚の影響を大きく受けるとともに、地

震動による盛土自体の塑性軟化に伴う変位の総

量が大きくなるものと考えられる。 

液状化対策なし（同図(a)，(b)）では、液状化に

よって築堤に著しい沈下が発生している。 

特にレベル 2-1 では、液状化に伴う側方流動

が顕著に現れており、堤内側では崩壊的なすべり

破壊が生じるものと想定される。 

液状化対策あり（同図(c)，(d)）では、（配置は図

-7.1 を参照）、レベル 2-1 において、堤外側は無

対策と同様に側方流動が生じ、現況築堤天端に

沈下が生じているが、対策工直上の法面の安定

性は保たれている。 

 

7.2 水防作業ヤードにおける耐震性能 

図-7.3 は、レベル 2-1 地震動における盛土の

変形状況を対策工の有無でプロットしたものであ

る。 

 

無対策の場合は、天端に 1.5～2.0m の沈下が

生じ、法先の移動も顕著に現れており、堤内側へ

の崩壊的な破壊を生じるものと想定される。 

これに対して液状化対策を実施した場合は、天

端の沈下が 0.3～0.6ｍであり、無対策と比較し

1/4～1/5 の沈下量に低減され、約 20m 幅の平坦

性が確保可能と考えられる。 

なお、解析では盛土材料を安全側の評価をし

ているが、実際の工事における盛土の材料管理

および施工管理は、非常に重要な要素であると

考える。 

以上から、レベル 2 地震動における水防施設

盛土は、無対策では崩壊に至るが、液状化対策

によって作業ヤードの確保が可能となる結果を得

た。 

最後に解析結果出力の例として図-7.4 を示

す。 

(a)変位メッシュ図は、モデルと同スケールにお

ける要素変形を示し、(b)変位ベクトル図は、接点

変位の大きさと向きを示している。 

(c)主応力図は、液状化変形に伴い発生する最

大応力とそれに直交する最小応力の向きと大きさ

を示したもので、(d)要素安全率コンター図は、改

良地盤強さと改良地盤が受ける作用応力の比を

コンターで示したものである。 

改良体自体の安定（内的安定）の照査は、液状

化対策工設計・施工マニュアル（案）１０)に準じて

行っているが、静的有限要素法では、液状化に

伴う地盤内応力・変形挙動とともに、対策工に作

用する応力を定量的に把握することが可能である

ことから、今後はこれらを利用した内的安定照査・

検討方法の確立が望まれる。 

 (a) 直下型改良（改良幅 40m） 

 (b) 両脇型改良（改良幅 20m） 

図-6.2 改良型の異なる試算における変位メッシュ例 
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SP1250.00

1 .5%E L=7 .99

EL= 1.0 2

H.W. L=5 .99 1：
1.5

Ac-o

Asc1

Ac2

Asc2

Ac3

深層混合処理工法

40.0m

15.0m

1：2.0

1：2.0
掘削 断面 現 況断面

完 成断面

作業スペー ス20.0m

図-7.1 液状化対策における解析モデル略図 

図-7.3 液状化対策工法による変位低減効果 

図-7.2 液状化対策の有無における解析結果（変位メッシュ図） 
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0.3～0.6mの沈下

 

固結工法　40m
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 地震前
 L2-1 固結工法
 L2-1 無対策

平坦性を確保できる幅≒20m

1.5～2mの沈下

(a)　レベル1　無対策

(b)　レベル2-1　無対策

(c)　レベル1　固結工法

(d)　レベル2-1　固結工法

2.0m1.56m 1.01m

1.28m1.96m

0.46m 0.25m

0.25m0.59m

最大沈下量 1.6m程度

最大沈下量 2.0m程度

最大沈下量 0.5m程度
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８．おわりに 

本報告は、北海道開発局 帯広開発建設部 

池田河川事務所発注の大津地区防災施設設計

業務に関する調査・検討結果をとりまとめたもので

ある。 

大津地区防災施設工事は、平成 20，21 年の 2

ヵ年施工で実施が予定されており、洪水・地震・津

波災害の抑止・緊急避難・復旧支援施設として

「地域防災力」の向上に寄与することが期待され

ている。 

業務の遂行にあたってご指導と、報告書の作

成を快く承諾を頂いた、池田河川事務所関係各

位に深甚なる謝意を表します。 
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(b) 変位ベクトル図

図-7.4 液状化対策工法の解析出力例 


